
議案第１４号資料 
 

令和４年度 
南山城村一般会計補正予算（第６号）概要 

 

議会費（△160 千円） 

 ・一般職員人件費（議会費）                △６０千円 

 ・議会運営事業                     △１００千円 

 

総務費（53,235 千円） 

 ・総務一般事務経費                   △４３２千円 

 ・一般職員人件費（一般管理費）           △６，１１０千円 

 ・会計年度任用職員人件費（総務財政課）          △１１千円 

 ・会計年度任用職員人件費（財産施設課）         △４２８千円 

 ・一般職員人件費（文書広報費）              △８４千円 

 ・広報推進事業                      △１０千円 

 ・防災行政無線管理事業                 △３１０千円 

 ・森林環境譲与税基金利子積立金                １千円 

 ・森林環境譲与税基金積立金             △３，１２０千円 

 ・南山城村庁舎等整備基金積立金           ８０，０００千円 

 ・全国村有物件災害共済事務               △４００千円 

 ・法定外公共物管理業務事業             △１，１００千円 

 ・庁舎等管理事業                  △１，３２０千円 

 ・文化会館管理事業                 △１，９４０千円 

 ・南山城村自然の家管理事業               △３６２千円 

 ・道の駅管理事業                    △３００千円 

 ・電算管理事業                    １，９２５千円 

 ・ふるさと納税推進事業（個人版）             △１２千円 

 ・ふるさと納税推進事業（企業版）            △２３１千円 

 ・移住定住推進事業                 △８，０００千円 

 ・各種広域行政活動支援事業                △３２千円 

・魅力ある村づくり事業                 △２４５千円 

 ・若者チャレンジ事業                  △３００千円 

 ・一般職員人件費（むらづくり推進費）          △６２８千円 

 ・会計年度任用職員人件費（企画政策課）       △１，６３４千円 

 ・企画推進事業                      △１３千円 

 ・自治振興対策経費                    △７７千円 

 ・人権問題等啓発事業                  △２６７千円 

 ・一般職員人件費（税務総務費）             △３６７千円 

 ・会計年度任用職員人件費（税住民福祉課）        △２８４千円 

 ・一般職員人件費（戸籍住民基本台帳費）         △１００千円 

 ・戸籍総務事務事業                     △６千円 

 ・京都府知事選挙事業                  △３７６千円 

 ・参議院議員選挙事業                  △２０６千円 

 ・各種統計調査事業                     １４千円 



民生費（△13,169 千円） 

 ・一般職員人件費（社会福祉総務費）         △１，３５１千円 

 ・会計年度任用職員人件費（保健医療課）       △２，１０７千円 

 ・民生児童委員協議会補助事業               △３０千円 

 ・福祉一般事業                      ５７６千円 

 ・国民健康保険事業特別会計繰出金            △９４６千円 

 ・遺族援護事業                      △１５千円 

 ・敬老事業                       △９１１千円 

 ・在宅ねたきり老人介護者支援事業            △９００千円 

 ・老人クラブ等助成事業                 △３１０千円 

 ・保健福祉センター管理事業               △８６１千円 

 ・介護保険事業特別会計繰出金              △３１３千円 

 ・一般職員人件費（国民年金費）             △４２９千円 

 ・後期高齢者医療事業特別会計繰出金         △１，９０７千円 

 ・子育て支援医療支給事業                 ５５３千円 

 ・放課後児童健全育成事業                  ４４０千円 

 ・一般職員人件費（児童福祉施設費）         △４，３８５千円 

 ・会計年度任用職員人件費（保育園）           △４７３千円 

 ・保育所運営事業                     ２００千円 

 

衛生費（△22,623 千円） 

 ・一般職員人件費（保健衛生総務費）         △４，３８４千円 

 ・出産・子育て応援交付金事業               ７５２千円 

 ・簡易水道事業特別会計繰出金（人件費分）        △２２７千円 

 ・簡易水道事業特別会計繰出金（人件費以外）     △９，６８５千円 

 ・個別浄水器設置補助事業              △６，３００千円 

 ・救急医療事業（共生ビジョン分）             △７６千円 

・広域事務組合負担金                    ２７千円 

 ・合併浄化槽設置補助                △２，７３０千円 

 

農林水産業費（△4,506 千円） 

 ・一般職員人件費（農業総務費）             △６５６千円 

 ・会計年度任用職員人件費（産業観光課）          △４８千円 

 ・農業施設管理運営事業                 △２４１千円 

 ・茶振興対策事業                  △２，３０２千円 

 ・農業振興対策事業                   △６４７千円 

 ・野生鳥獣被害総合対策事業               △１１２千円 

 ・林業振興対策事業                   △５００千円 

 

商工費（△3,155 千円） 

 ・消費生活相談窓口対策事業                 ４５千円 

 ・観光推進事業                   △３，２００千円 

   

土木費（△30,546 千円） 

 ・一般職員人件費（土木総務費）             △８５６千円 

 ・会計年度任用職員人件費（建設水道課）           △２千円 

 ・防災・安全社会資本整備交付金事業（道路）     △２０，６１０千円 



 ・高齢者福祉施設等整備予定地進入路整備事業     △６，２７０千円 

 ・道路メンテナンス事業                 △３００千円 

 ・住宅・建築物耐震改修等整備事業          △２，５０８千円 

 

 

消防費（△295 千円） 

 ・特別職員人件費                    △５６５千円 

 ・非常備消防活動事業                   ６２０千円 

 ・消防団員予防活動事業                 △２９４千円 

 ・消防施設維持管理事業                  △９８千円 

 ・災害対策費                        ４２千円 

  

 

補正額合計      △２１，２１９千円 

 

 



令和４年度一般会計補正予算（第６号）主要事項説明 

款（ 総務費 ）・項（総務管理費） 

事 業 名 電算管理事業 

予 算 額 １，９２５千円 新規・継続の別 継続 

事 業 内 容 

≪目的・趣旨≫ 

 出産・子育て応援交付金事業の実施に伴い、健康管理システムに

おいて交付金事業への対応オプションを導入し、妊娠届、出生届出

時もしくは新生児訪問において申請状況を管理できるよう対応する

とともに、妊産婦メンタルヘルスケアマニュアルに基づくアンケー

トを管理できるよう機能追加を行う。 

 

≪実施内容≫ 

○出産・子育て応援交付金事業対応オプション導入 

 ・妊娠届、出生時届、新生児訪問の処理画面に「申請者宛名番号」 

  「申請区分」「申請日」「認定日」「支払日」の項目を追加。 

 ・アンケートの処理画面を追加。 

  「育児支援チェックリスト」「赤ちゃんへの気持ち質問票」 

  「産後うつ病質問票」「乳幼児健診時アンケート」 

 

≪事業費の算出≫ 

【委託料】                 １，９２５千円 

・健康管理システム改修業務 

（出産・子育て応援給付金対応）     １，９２５千円 

 

 

 

担 当 課 総務財政課 

 



令和４年度一般会計補正予算（第６号）主要事項説明 

款( 衛生費 )・項( 保健衛生費 ) 

事 業 名 出産・子育て応援交付金事業 

予 算 額 ７５２千円 新規・継続の別 新規 

事業内容 

 

≪目的・趣旨≫ 

 すべての妊産婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、

妊娠時から出産・子育てまで、身近な相談支援と経済支援を一体的に

実施することを目的とする。 

主な対象は、０歳から２歳の低年齢期に焦点を当て、伴走型の相談

支援の充実を図るとともにその実効性を高めるための経済的支援を

「出産・子育て応援交付金」として妊娠届出時５万円、出生届出後５

万円の合計１０万円の支援を行う。 

 

 

≪実施内容≫ 

 【伴走型相談支援】 

   妊娠届出時、妊娠８か月前後、出生届出から乳児家庭全戸訪問ま

での間、地域包括支援センターの保健師が合計３回の面談を  

行う。各時期に行った面談内容については、システムに登録し今

後の子育て支援に繋げる。 

 【経済的支援】 

   令和４年４月以降に出産された全ての方を対象に、妊娠届出時に

５万円、出生届出後に５万円合計１０万円の現金給付を行う。 

 

≪事業費の算出≫  

【事業費】                    ７５２千円 

 【役務費】送料等                  ２千円 

 【扶助費】経済的支援分             ７５０千円 

妊娠届出人数 ８人×５０，０００円 

出生届出人数 ７人×５０，０００円 

(令和４年４月１日～令和５年３月３１日) 

     

≪特定財源≫ 

出産・子育て交付金事業国庫補助金          ５００千円 

出産・子育て交付金事業府補助金           １２５千円 

担当課 保健医療課 

 


